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東日本大震災時における社会福祉施設等の 
要援護者支援体制構築に関する現状分析
柿　　沼　　倫　　弘
要旨 : 災害時の社会福祉施設には要援護者を支援するための一定の役割が期待されてい
る。本研究では，災害時における社会福祉施設等の要援護者支援体制構築の実態及び要援
護者への安否確認や見守り支援等において社会福祉施設等が果たした役割について明らか
にする。これらを達成するためにアンケート調査を実施し，統計的検定によって検証を行っ
た。
　主な結果として，① 平時からの防災訓練参加を他施設や自治会 ･周辺住民に呼びかけ
をしている施設では，年間の防災訓練の実施回数が平時からの呼びかけをしていない施設
と比較して有意に多いことが判明した。② 平時から呼びかけをしている施設では，自治
会 ･周辺住民の訓練への参加割合が多い。③ 介護老人福祉施設では，何らかの安否確認
をしている施設が他の施設と比較して有意に多いことがわかった。
　平時から呼びかけをしていない施設の訓練に参加している自治会等は，ほとんどないの
で，平時から自治会 ･周辺住民に対して施設側が能動的に活動する必要がある。
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1.　は　じ　め　に
2011年 3月 11日に三陸沖でM 9.0の巨大地震が発生した。地震に伴った津波や余震等の被害
は甚大で，東日本を中心として非常に多くの人々が被災した。被災者には多数の要援護者が含ま
れている。
本研究でいう要援護者とは，災害時要援護者のことを指す。災害時要援護者の避難対策に関す
る検討会（2006）では「必要な情報を迅速かつ的確に把握し，災害から自らを守るために安全な
場所に避難するなどの災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々をいい，一般的に高齢者，
障害者，外国人，乳幼児，妊婦等があげられている。」とされている。本研究でも同様の意味で
用いている。
本研究の目的は，次の 2点である。第 1に，災害時における社会福祉施設等の要援護者支援体
制の構築の実態について明らかにする。第 2に，災害時における要援護者への安否確認・見守り
活動について，社会福祉施設等が果たした役割を明らかにする。
1.1　研究の背景と意義
多くの要援護者が社会福祉施設，医療機関，学校等に避難を強いられ，避難のための支援が求
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められた。また，発災直後の避難後及び仮設住宅での生活であっても，要援護者への支援は求め
られ続けている。これらの支援の一つが安否確認や見守りである。要援護者の安否確認や見守り
等を実施するためには，複数の医療福祉施設，行政といった組織間レベル，あるいは多くの専門
職が連携し，協働することが求められている。
北川 ･宮本 ･橋本（2010）は，介護保険施設の自然災害による被災経験の有無が防災意識に与
える影響等についてアンケート調査の分析から明らかにしている。被災の有無にかかわらず施設
入所時に利用者 ･家族には災害時の対応を説明していないことがわかった。田原 ･北川 ･高山
（2012）は，社会福祉施設の避難所としてのあり方について論じている。介護保険施設が避難所
となる際に，当該施設への負担が大きくなりすぎないような支援体制が求められている。松橋 ･
村上（2011）は，新潟県中越沖地震における高齢者施設の災害時の対応について，2か所の特別
養護老人ホームを対象としたインタビュー調査を実施し，利用者及び避難者への対応，防災訓練
の実施内容，今後の課題等を明らかにしている。高村 ･山田（2012）は，東日本大震災時の東京
都墨田区の高齢者見守り活動を地域包括支援センターと高齢者みまもり相談室の業務記録をもと
に時間経過とともに明らかにしている。峯本（2013）は，東日本大震災時の仙台市の地域包括支
援センターの防災や減災のための視点について考察している。これらの研究から，災害時に備え
た多職種間の要援護者支援体制の構築が求められていることはわかっているが，要援護者支援体
制の実態や状況について，全体的な傾向を明らかにしている研究は多くはない。特に，東日本大
震災のような災害は，未曽有のものであるため，当時の状況を明らかにし，将来に備える必要が
ある。
今後，わが国では大規模な震災の発生が予想されている。社会福祉施設等には，要援護者の支
援において一定の役割が期待される。しかし，社会福祉施設等のみでは資源運用面で限界がある。
社会福祉施設等は，居宅介護サービス事業所や地域包括支援センター等とは要援護者支援の面
で機能が相違している。多数の要援護者が一時的にでも避難できる点，備蓄や非常用電源等によ
るライフラインの損傷が軽度の可能性が高い等の特性がある。したがって，社会福祉施設等がど
のような要援護者支援体制を構築しているのかについて明らかにすることには意義がある。要援
護者支援のための連携体制や見守り ･安否確認等の体制を構築しておくことは，施設入居者及び
利用者やその家族，周辺地域住民の安心感につながる可能性が高い。事前に相互の役割分担や災
害時等の取り決めができていれば，双方にとっての安全管理に寄与することが可能である。本研
究は，東北のみでなく他の地域への示唆となることが期待される。
2.　研　究　方　法
上記の目的を達成するために，本研究の検証には後述するWEBアンケート調査を試みた。こ
こでは，「WEBアンケート調査システム」を用いて，災害時における社会福祉施設等の要援護者
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支援体制等について実態把握する。
分析には，それらのデータを用いる。分析では，施設間や要援護者支援のための取り組み状況
等を単純集計分析，クロス集計分析を用いて群間比較について統計的検定を用いて行う。施設間
の比較を実施する際は，介護老人福祉施設，介護老人保健施設，障がい者支援施設の 3つの施設
の比較を行った。統計的検定には，χ²検定，Mann-Whitney検定を用いて，それぞれ有意水準
1%で実施した。
本研究の調査対象は，岩手県，宮城県，福島県の介護老人福祉施設，介護老人保健施設，障が
い者支援施設合計で 693施設（住所の確認できた所）である。回答は，それぞれの施設長に依頼
した。回答期間は，2012年 12月 10日～12月 27日で，主な調査内容は，施設属性，要援護者
や職員の被災状況の実態，東日本大震災前後の要援護者支援のための連携体制構築の実態，東日
本大震災前後の他施設または自宅からの要援護者受け入れ実態，今後の要援護者支援体制構築の
ための要望等である。調査手順は，調査対象の施設に依頼文，見本のアンケート用紙，WEB調
査システムの操作説明書をメール便で郵送し，回答者がWEBから入力するものである。アンケー
ト調査への回答施設は 116施設（6施設は郵送による回答）で，回収率は 16.7%であった。本研
究の分析は，WEB上での回答のあった 110施設のデータに基づいている。
調査協力を依頼する際は，倫理的配慮として，各施設の識別をしない対応をし，回答施設の情
報は統計情報としてのみ利用されることを明記した。調査には，筆者らの研究グループが文部科
学省の「知的クラスター創成事業」で開発したWEB調査システムを用いた。
3.　結 果 と 考 察
3.1　施設属性と被害状況ついて
回答施設は，岩手県が 34.5%と 3分の 1以上，宮城県が 28.2%と約 3割，福島県が 37.3%と
約 4割を占めた。都道府県に大きな偏りはみられなかった。施設種別は，介護老人福祉施設が
43.6%と 4割以上，介護老人保健施設が 28.2%と約 3割，障がい者支援施設が 26.4%と 4分の 1
以上を占めた。介護老人福祉施設と介護老人保健施設の要介護 3以上の方の割合，3つの施設別
の定員数について表 1に示す。
介護老人福祉施設の要介護 3以上の方の割合は，中央値で 90%，介護老人保健施設では同じ
表 1　各施設別の属性
要介護 3以上の方の割合
（中央値）
定員（ショートステイを除く）
（平均値）
介護老人福祉施設 90.0% 66.9人
介護老人保健施設 73.8% 85.8人
障がい者支援施設 ─ 50.1人
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く 73.8%であった。厚生労働省（2012a）の平成 23年介護サービス施設・事業所調査によると，
介護老人福祉施設の要介護 3以上の方の割合は，88.1%，介護老人保健施設の要介護 3以上の方
の割合は，72%であった。ほぼ全国的な傾向を反映しているので，本研究で分析した施設は，
入居者の要介護度について一般性があるといってもよい。
介護老人福祉施設（有効回答数 40施設）の定員は，平均が 66.9人，介護老人保健施設が 85.8
人であった。同上の厚生労働省の調査では，1施設当たりの定員が介護老人福祉施設は 71.8人，
介護老人保健施設は 90人であった。また，厚生労働省（2012b）平成 23年社会福祉施設等調査
の概況をみると，障がい者支援施設数は 1,661施設，定員数は 94,405人となっているので，1施
設あたりの定員数は，56.8人となる。本研究の障がい者支援施設の定員数は，平均値が 50.1人
であった。各施設の定員数には全国的な傾向との大きな相違はみられなかった。したがって，定
員数においても本研究は比較的一般性がある議論が可能である。
2011年 3月 11日夕方時点で，建物に何らかの被害のあった施設が 68.1%と約 7割を占めた。
そのうち 7割以上が一部損壊であった。大規模半壊や半壊の施設も 1割程度でみられた。津波の
被害を受けた施設は，3.6%と一部の施設にみられたが，本研究の回答施設は，震災直後において，
ハード面では一定程度の施設機能を保持できていた施設であると考えられる。
ライフラインの復旧状況については，図 1に示している。図 1では，震災後 3か月間の経過を
示している。
2011年 3月 11日を 1日目とすると，食糧の外部供給が最も早く 100%に達している。ガスは，
1日目に復旧している施設が 6割以上あるが，地域の被害状況等の差により元々ガスが止まらな
かった可能性が高い。食糧飲料水は震災翌日には，6割以上の施設で外部から供給されていた。
電気は，3日目に半数の施設が復旧し，水道は 4日目に半数の施設で復旧していたことがわかった。
電気については，非常用電源等での対応，水道は受水槽等による対応がなされたと考えられる。
食糧については，半数以上の施設で 3日以上の備蓄を用意していたことが判明しており，それら
図 1　ライフライン別の復旧状況等の比較
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での対応が推察された。平時からの備蓄状況のモニタリングや非常時に使用する設備 ･機器等の
メンテナンス及び使用方法の確認 ･研修等が求められる。
3.2　緊急時の連携対応体制の構築状況
表 2は，施設別の東日本大震災前後での緊急時等に連携対応をするための他機関との間で取り
決め等の有無について示している。
施設別にみると，東日本大震災以前より緊急時の取り決めを他の機関としていたのは，介護老
人福祉施設，障がい者支援施設で約 4割を占めた。介護老人保健施設は，震災後に連携した施設
が多いことがわかった。施設種別と連携対応の関連性について χ²検定を有意水準 1%で行ったが，
有意な関連性はみられなかった。
全体でみると，東日本大震災前より緊急時の取り決めをしていた施設は，33.3%と 3分の 1を
占めた。震災後に連携をした施設は，23.1%と 2割以上，震災後も他機関との連携を行わなかっ
た施設は，43.5%と 4割以上を占めた。何らかの連携対応を実施した施設が 61施設みられ，
56.5%と約 6割を占めた。表 3は，震災前後で緊急時の対応について取り決めをした外部機関の
表 2　施設種別の東日本大震災前後の緊急時の連携対応の取り決め状況
連携対応の取り決め状況
全体
震災前からあった 震災後に連携 震災後もなし
介護老人福祉施設
N 19  9 20  48
割合 39.6% 18.8% 41.7% 100%
介護老人保健施設
度数 6 10 15  31
割合 19.4% 32.3% 48.4% 100%
障がい者支援施設
N 11  6 12  29
割合 37.9% 20.7% 41.4% 100%
全　体
N 36 25 47 108
割合 33.3% 23.1% 43.5% 100%
χ²=4.39, n.s.
表 3　緊急時の対応について取り決めをした外部機関
緊急時の連携対応取り決め機関 施設数（N=61） 割合（%）
自治体 30 49.2
病院 25 41.0
消防署 17 27.9
自治会・町内会 15 24.6
系列の介護老人福祉施設 12 19.7
系列の居宅介護サービス事業所 12 19.7
系列の障がい者支援施設 11 18.0
系列の居宅介護支援事業所 10 16.4
98 東北福祉大学研究紀要　第 38巻
うち，主なものについて示している。
緊急時の対応について取り決めをして，連携を想定もしくは実際に連携をした外部機関は，自
治体が最も多く，49.2%とほぼ半数を占めた。病院は 41.0%と 4割以上を占めた。系列の居宅介
護サービス事業所等は，併設されているところも少なくないと考えられるが，2割弱となってい
て多くはない。自治体や病院，消防署は，災害時に必然的に連絡，それに応じた対応，利用者の
搬送等があるので，これらの機関が連携先として多い理由と考えられる。表 4は，連携機関との
主な取り決め内容について示している。
取り決め内容で最も多かったものは，役割分担で，42.6%と 4割以上を占めた。次に情報把握
の方法が 39.3%と約 4割，食糧供給方法が 32.8%と約 3分の 1を占めた。
相互の役割，役割を果たせない場合の対応を事前に決めておき，どのような情報を発信し，ど
のような手段で把握するのかを決めておく必要がある。これらの施設では，今後のために連携体
制の再確認や取り決め内容について継続的な検討や対応が求められるだろう。
特に，自治会や町内会等には，インフォーマルな支援を期待することができる。社会福祉施設
等は，一時的にでも避難所となる可能性が高いので，施設職員と住民が協働する機会があると想
定される。緊急時の連携対応の内容で，役割分担が最多であったことを考慮すると，事前に近隣
の住民と役割を明確にしておけば，緊急時に効果的かつ効率的な資源運用が期待される。平時か
らの訓練等によって，関係者が共通の認識を有することができるようにしておくことが重要と考
える。
施設や自治会 ･町内会等が組織として連携体制を構築する際には，個々人で行うのではなく，
情報を一元化し，ゲートキーパーのような役割を担う部門や担当者がいたほうが情報の混乱は招
きにくい。担当者には，組織の構成員との情報共有が求められる。
一方で，4割以上の施設で震災後も他の施設等との連携体制の構築ができていないことがわ
かった。当該施設では，平時から災害時等の緊急時の対応について近隣の施設や事業所，地域包
括支援センター等と取り決めをしておく必要があるといえる。
連携対応の取り決め内容で多かった項目として，情報把握の方法があるように，緊急時の連携
対応をするためには，情報が重要な資源となる。特に，要援護者に関する情報が発信され，施設
は必要に応じて外部からの支援を受ける必要がある。災害規模が大きい場合は，被災する地理的
表 4　緊急時の連携取り決め内容
緊急時の連携取り決め内容 施設数（N=61） 割合（%）
役割分担 26 42.6
情報把握の方法 24 39.3
食糧供給方法 20 32.8
緊急連絡網の整備 19 31.1
燃料確保方法 18 29.5
99東日本大震災時における社会福祉施設等の要援護者支援体制構築に関する現状分析
な範囲が広くなることも予想される。したがって，地理的に離れた他の都道府県の施設等と要援
護者の受け入れ等について事前に取り決めをしておくことは，緊急時の連携体制構築のための準
備となる可能性が高い。 
情報を発信するためには，発信するための手段が不可欠である。近い将来大地震等が予想され
ている地域の社会福祉施設等で，防災行政無線や衛星電話がないような施設では整備の必要があ
る。
しかし，連携体制を有効に機能させるためには，外部のみではなく組織内部への事前説明と情
報共有が同時に求められる。特に，災害の規模が大きく，施設内で入居者や利用者の支援が困難
な場合は，他施設等への移動の可能性を想定しておかなければならない。入居者や利用者によっ
ては，住み慣れた地域の近隣を望むことも想定されるので，災害時等の対応については，本人や
家族に事前説明や希望を把握しておく必要があるだろう。
3.3　平時からの防災訓練参加の呼びかけについて
平時からの自治会や町内会，民生委員等を通じた災害時の対応について協議しておくことは，
発災時に効果的かつ効率的に資源配分を行う上で求められる方策の一つである。
平時から周辺の住民と協働する行事として，防災訓練が挙げられる。介護老人福祉施設，介護
老人保健施設，障がい者支援施設では，都道府県の指導監査等において避難訓練を実施すること
を指導されている。図 2は，平時からの訓練参加の呼びかけの有無別に年間の施設全体規模の防
災訓練の実施回数について示している。
Mann-Whitney検定の結果，有意水準 1%で平時からの訓練参加の呼びかけの有無で，2群間
の年間防災訓練の実施回数の中央値には有意な差がみられた。平時からの訓練参加の呼びかけが
あった施設では，中央値が 6回，呼びかけがなかった施設群では，中央値は 2回であった。
平時からの訓練参加の呼びかけがあった施設のほうが平時からの訓練参加への呼びかけがな
かった施設と比較して，年間の施設全体規模での防災訓練を頻回に実施していることが判明した。
図 2　平時からの訓練参加の呼びかけの有無別にみた年間防災訓練回数の比較
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地域に開かれた環境での防災訓練の実施回数が多ければ，地域住民としては参加する機会は増
加するので，施設と地域住民側との接点が多くなる可能性が高い。2か月に 1回程度か半年に 1
回程度の差は大きい。平時から周辺の自治会 ･住民に声がけをしている施設では，積極的に住民
との接点をつくろうとしていると考えられる。
平時から防災訓練の呼びかけについて，施設別にみると，介護老人福祉施設では回答のあった
48施設の半数の 24施設であった。障がい者支援施設では回答のあった 29施設のうち 21施設が
実施しており，7割以上を占めた。介護老人保健施設では回答のあった 31施設のうち 8施設で，
4分の 1以上を占めた。平時からの防災訓練参加の呼びかけのみが地域の周辺住民との関係を形
成していくための手段ではないが，各施設で取り組む余地は大きいといえる。
実際の訓練への参加者は，施設以外では，消防署が最も多く，71%と 7割以上を占めた。2番
目に多かったのは自治会 ･周辺住民で 37%と約 4割を占めた。表 5は，平時からの周辺の他施
設や自治会等への防災訓練参加への呼びかけの有無と実際の参加の有無の関連性について示して
いる。
χ²検定を有意水準 1%で行った結果，平時からの訓練参加への呼びかけと自治会 ･周辺住民の
参加との有意な関連性がみられた。
平時からの訓練参加への呼びかけが実際の参加に結びついているのか，自治会や周辺住民の防
災への意識が高い方々に声がけをしている施設が多いのか等の因果関係の検証は必要である。先
述したように，施設別にみると，平時から防災訓練への参加の呼びかけのあった介護老人福祉施
設は 24施設，介護老人保健施設は 8施設，障がい者支援施設は 21施設であった。そのうち，自
治会 ･周辺住民の参加のあった割合は，介護老人福祉施設が 79.2%（19施設）と約 8割を占め，
障がい者支援施設が 81%（17施設）と 8割以上を占めた。
これらの結果から，平時からの防災訓練への呼びかけに一定の効果があることが示唆される。
しかし，逆説的に考えると，平時からの呼びかけがないと自主的な参加には結び付きにくい可能
性がある。したがって，施設側からの訓練参加等の働きかけが重要であると考えられる。それら
表 5　平時からの訓練参加の呼びかけの有無と自治会 ･周辺住民の参加の有無との関連性
自治会・周辺住民
全体
参加なし 参加あり
平時からの呼びかけ
有無
あった
N 15 40  55
割合 27.3% 72.7% 100%
なかった
N 54  1  55
割合 98.2%  1.8% 100%
全　　　体
N 69 41 110
割合 62.7% 37.3% 100%
χ²=56.1, p<0.01
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の積み重ねから地域内の要援護者支援体制構築等につながることが期待される。
3.4　安否確認と見守り活動の実態
表 6は，施設種別と震災後 1週間以内の施設内外における要援護者への安否確認や心身状態の
把握等の見守り活動の実施の有無との関連性を示している。
両者の関連性について，χ²検定を有意水準 1%で行った結果，有意な関連性がみられた。介護
老人福祉施設では他の施設と比較すると，震災後 1週間以内に要援護者に対して何らかの安否確
認や見守り支援を行った割合が多い。
先述したように，介護老人福祉施設で平時から防災訓練参加の呼びかけを実施した場合には，
自治会 ･周辺住民の参加割合が 8割程度あるので，周辺地域の要援護者情報を把握していた施設
が一定数あると考えられる。
また，介護老人福祉施設は，通所介護事業所や訪問介護事業所，居宅介護支援事業所等を併設
するのみではなく，地域包括支援センターを市町村から委託されるかたちで運営している場合も
多い。地域包括支援センターは，中学校区を目安に設置されていて，地域内の要援護者情報を有
している可能性が高い。実際に，筆者の所属する研究チームが同時期に実施した別の調査からは，
地域包括支援センター職員が要援護者支援の主な活動主体であったことが示唆された。
これらの取り組みが震災後 1週間以内の安否確認や見守り等につながったと考えられる。安否
確認や見守り活動の対象は，表 7に示している。
震災後 1週間以内に安否確認や見守り支援活動を行った内容では，施設内に避難してきた要援
護者を対象とした施設が 43.6%と 4割以上を占め，最も多かった。施設周辺に居住する要援護
者の安否確認や見守り活動を実施した施設も一定数みられた。一方で，未実施の施設が 36.4%
と約 4割を占めた。
表 6　施設種別と要援護者への安否確認 ･見守り等の実施の有無との関連性
安否確認等実施の有無
全体
未実施 何らかの安否確認等あり
施設種類
介護老人 N 9 39 48
福祉施設 割合 18.8% 81.3% 100%
介護老人 N 13 18 31
保健施設 割合 41.9% 58.1% 100%
障がい者 N 16 13 29
支援施設 割合 55.2% 44.8% 100%
全　　　体
N 38 70 108
割合 35.2% 64.8% 100%
χ²=11.4, p<0.01
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安否確認や見守り支援を行う際の課題は，施設内に避難してきた要援護者を対象とした施設
（48施設）では，職員の過労が最も多く，70.8%と 7割以上を占めた。2番目に多かったものは，
職員の不足で 64.6%と約 3分の 2を占めた。3番目は燃料関連で 60.4%と 6割以上を占めた。
これらの結果から，災害等の緊急時には，施設内に平時以上の要援護者がいる場合が想定され
る。また，これらの施設では，マンパワー面で不安が生じる可能性が高いと考えられる。したがっ
て，平時から少ない職員数で多くの要援護者支援をするための方法を学び，実践すること，その
内容についての評価，現場での共有をする必要がある。
燃料については，燃料供給のための優先的な契約を締結しておくことが求められる。災害の時
期や地域によっては暖房等が必須となる。燃料は，地域内の他の社会福祉施設や事業所も同様に
求めている可能性が高いので，自家発電機の整備等は考えなければならない選択肢である。
ここでいう燃料は，暖房等のみではなく移動面でも必要となると考えられる。これは，表 7に
あるように，安否確認や見守り支援活動の際には，施設周辺の要援護者を対象にした施設が一定
数みられたことから指摘できる。災害時の要援護者の安否確認や見守り等には，マンパワーが必
要である。しかし，職員自身も被災者であること，体力の限界，山間部等の地理的条件も考える
必要がある。地域によっては，自家発電機を配備し，ガソリンを必要としない電動自転車等の整
備による要援護者の支援者のバックアップが求められる場合もあると考えられる。迅速に行動に
移すことが可能な災害時の体制が整備される必要がある。
わが国は，これまでよりも少ない人数で要援護者となる可能性の高い人々を支えていく社会と
なっている。災害等に対応するための地域による取り組みは，喫緊の課題である。
4.　結　　　　　論
社会福祉施設として，災害時に求められることは，要援護者への支援である。それは，施設の
内外を問わないが，入所している入居者の安全の確保，入居者家族への連絡等，入居者以外の要
援護者のみではなく，職員の安全や健康状態にも注意が求められる。平時とは全く異なる資源運
表 7　震災後 1週間以内の安否確認や見守り支援活動の対象
安否確認や見守り活動の対象 
（複数選択可） 施設数 割合
施設内に避難してきた要援護者 48 43.6%
発災後の施設への来訪はないが，近隣在住
（自宅生活）の要援護者 16 14.5%
施設近隣在住で，発災後に施設に来訪した
が自宅生活の要援護者 14 12.7%
施設以外の近隣の避難所の要援護者 10  9.1%
未実施 40 36.4%
その他  7  6.3%
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用をしていかねばならない。したがって，平時における施設や事業所等の機能に応じた役割分担
や要援護者支援のための連携体制構築が重要となる。
本研究では，社会福祉施設が災害時に要援護者支援のための連携体制の構築状況や安否確認や
見守り支援活動の実態が明らかになった。6割前後の施設で連携体制や安否確認等が実施されて
いた。したがって，平時からの周辺地域の自治会 ･住民のみでなく，他の施設や事業所とも災害
時おける対応について取り決めをする余地があると考えられた。このような施設では，早急に要
援護者支援体制の構築に取り組む必要がある。平時の防災訓練参加者数や震災当時の安否確認や
見守り支援の実施者数等のアウトカム評価は，今後の課題としたい。
本研究は，平成 24年度　セーフティネット支援対策等事業費補助金　社会福祉推進事業「東
日本大震災後の要援護者の行動実態と支援実態に関する調査・研究事業」（事業受諾者　学校法
人栴檀学園　東北福祉大学　学長　萩野浩基）の成果の一部である。
最後になりましたが，大変ご多用のところWEBアンケート調査にご回答いただいた皆様に心
より御礼申し上げます。
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